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Ⅰ 公共施設等総合管理計画の概要 
 

１．公共施設等総合管理計画策定及び改訂の背景と目的 

（１）公共施設等総合管理計画策定及び改訂の背景 

これまで我が国においては、高度経済成長期からの急激な人口増加や町民のニーズなどに応じて、

教育施設・公営住宅・図書館などの多くの「公共施設」や道路・上下水道などに代表される「インフ

ラ施設」も含めた数多くの公共施設整備が進められてきました。現在、その当時建築、建設された公

共施設は、築 30 年以上が経過しています。 

一方、全国の自治体においても同様に過去に建設された公共施設及びインフラ施設（以下、「公共施

設等」という。）がこれから大量更新の時期を迎えることとなり、老朽化する公共施設等の建替えや改

修などの更新費用も増加することが予想されます。各自治体の財政が依然として厳しい状況下にある

中で、今後の公共施設等の運営は人口減少等の要因もあり、利用需要が低下していくことが想定され

ます。 

このような状況から、国、自治体とも、早急に公共施設等の全体状況を把握し、長期的な視点で更

新、統廃合、長寿命化などを計画的に行うことで財政負担を軽減し平準化するとともに、公共施設等

の最適な配置を実現することが必要とされています。 

各自治体においてはこの問題を財政上の問題として単純に施設の総量縮小やコスト削減のみで対

処するのではなく、自治体経営とまちづくりを再考する好機と捉え、公共施設等の建設、維持、運営

に関する民間の資金活用（PFI）や官民連携（PPP）などを推進し、持続可能で豊かなまちをどのよう

に形成していくのか、知恵と工夫が問われています。 

国においては、「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」が平成 25（2013）年 6

月 14 日閣議決定され、「インフラの老朽化が急速に進展する中、＜新しく造ること＞から＜賢く使う

こと＞への重点化が課題である」との認識の下、平成 25（2013）年 11 月には、「インフラ長寿命化

基本計画」が策定されました。その中では、自治体の役割である行動計画が示され、平成 26（2014）

年 4 月には各地方公共団体に対して「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を示し、保

有する公共施設等の状況、更新費用の見込みと基本的な方向性を示した「公共施設等総合管理計画」

の策定要請があったところです。 

松前町（以下、「本町」という。）では、この策定要請を機により一層健全な行財政基盤を構築し、

持続可能なまちを将来に引き継いでいくため、公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などまちづくり

の指針として、「松前町公共施設等総合管理計画（計画期間平成 27（2015）年度～令和 6（2024）年

度）」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 

本計画は、本町が保有している公共施設等の今後のあり方についての基本的な方針（総論）を示す

ものであり、各種個別施設計画の内容及び令和 5（2023）年 10 月 10 日付けの総務省通知を踏まえて

改訂したものとなります。 
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■参考：総務省［インフラ長寿命化計画の体系］ 

 
 

（２）公共施設等総合管理計画の目的 

本計画は、公共施設全般における基本方針、管理方針とともに、施設類型ごとの管理に関する基本

的な考え方も記載します。 

本計画は、厳しい財政状況が続く中で、今後人口減少などにより公共施設等の利用需要が変化して

いくと予想されることを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって更新・統

廃合・長寿命化などを計画的に行うことを目的としています。 

 

（３）公共施設等総合管理計画の位置づけ 

本計画は、本町が保有している公共施設等の今後のあり方についての基本的な方針を示すものであ

り、令和 5（2023）年 10 月 10 日付の総務省通知を踏まえて改定したものです。 

本町の最上位計画である「松前町総合計画」をはじめ、その他の町の関連計画との整合を図り、分

野横断的な施設面における基本的な取組の方向性を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【個別施設計画】 【個別施設計画】 

【国】 【地方】 

【基本計画】 

インフラ長寿命化基本計画【国】 

（平成 25（2013）年 11 月策定） 

【行動計画】 

各省庁が策定 

（平成 28（2016）年度までに策定） 

【行動計画】 

公共施設等 

総合管理計画 

学校 河川 道路 学校 河川 道路 
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２．本計画の対象となる公共施設等の範囲と計画期間 

（１）本計画における対象となる公共施設等 

本計画の対象とする公共施設等は、本町が保有する全ての公共施設及びインフラ施設とします。公

共施設については、10 類型に分類しました。 

また、インフラ施設については、道路、橋りょう、上水道などの４類型を対象として、現状等の把

握や基本的な方針を検討します。 

■公共施設等の分類 

大分類 番号 施設分類名称 主な施設 

公
共
施
設 

1 行政系施設 役場庁舎 など 

２ 町民文化系施設 松前町ふれあい交流センター など 

３ スポーツ・レクリエーション系施設 松前町民体育館、江良町民体育館 など 

４ 産業系施設 肉牛改良センター、水産センター など 

５ 学校教育系施設 小・中学校、給食センター など 

６ 子育て支援施設 清部保育所 

７ 保健・福祉施設 松前町健康センター、江良歯科診療所 など 

8 老人福祉施設 寿の家、憩いの家 など 

9 公営住宅 建石団地、原口地区団地、江良団地 など 

10 その他施設 公衆便所、白神岬展望広場 など 

イ
ン
フ
ラ
施
設 

１ 道路 １級町道、２級町道、その他町道 

２ 橋りょう 永久橋、木橋 

３ 水道 浄水場 など 

4 その他 公園施設 など 

 

（２）計画期間 

計画期間は、令和 7（2025）年度から令和 16（2034）年度までの 10 年間とします。 

今後、上位・関連計画の改定や社会環境の変化などに応じて、適宜見直しを行っていきます。 

 

 

 

第1期

平成27(2015)年度

～令和6(2024)年度

第2期

令和7(2025)年度

～令和16(2034)年度
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Ⅱ 公共施設を取り巻く環境 
 

１．将来の人口 現状と予測～第２期 松前町人口ビジョンより 

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口によると、本町の人口は令和 27（2045）年には 2,000

人を下回ると推計されています。 

増え続けてきた高齢者人口は、平成 27（2015）年の集計がピークと推計されており、今後は減少

していくと予想されます。しかし、若い世代がさらに減少するため、令和 27（2045）年の高齢化率

は 65.2％と見込まれており、3 人に 2 人が 65 歳以上となる状況です。 

また、近年の人口減少は、少子化の影響に加え、高校卒業後に多くの若者が就職や進学で町外へ流

出してしまうことが要因となり、20 代前半の人口が極端に少なくなっています。 

 

■総人口の推移
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２．本町の財政状況 

（１）歳入の状況 
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（２）歳出の状況 
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３．公共施設の状況 

（１）公共施設の所有状況 

令和５（2023）年度末（令和 6（2024）年 3 月 31 日）現在の公共施設の延床面積合計は約 9.0 万

㎡となっており、その内訳は、面積の大きい順に、公営住宅が 23.5％、スポーツ・レクリエーション

系施設が 19.0％、学校教育系施設が 16.2％となっています。 

また、人口一人当たりの面積をみると、公共施設合計で 15.66 ㎡となっています。 

 

番号 資産分類 
施設数

(棟) 

延床面積 

（㎡） 
割合（％） 

人口一人当たりの 

面積（㎡） 

1 行政系施設 12 2,875.29 3.2% 0.50  

2 町民文化系施設 35 11,368.03 12.7% 1.98  

3 スポーツ・レクリエーション系施設 5 17,031.95 19.0% 2.97  

4 産業系施設 11 6,477.00 7.2% 1.13  

5 学校教育系施設 8 14,507.53 16.2% 2.53  

6 子育て支援施設 1 361.05 0.4% 0.06  

7 保健・福祉施設 4 1,757.90 2.0% 0.31  

8 老人福祉施設 7 1,820.62 2.0% 0.32  

9 公営住宅 22 21,074.40 23.5% 3.68  

10 その他施設 20 12,451.19 13.8% 2.17  

合計 125 89,724.96 100.0% 15.66  

※固定資産台帳より作成 

※人口は令和 6（2024）年 3 月住民基本台帳（5,730 人） 

 

  

行政系施設

3.2% 町民文化系施設

12.7%

スポーツ・レクリ

エーション系施設

19.0%

産業系施設

7.2%

学校教育系施設

16.2%
子育て支援施設

0.4%

保健・福祉施設

2.0%

老人福祉施設

2.0%

公営住宅

23.5%

その他施設

13.8%
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本町が保有する公共施設数は本計画を改定した令和 2（2020）年度の 139 施設から、令和 5（2023）

年度には 125 施設に減少しています。 

 

■施設保有量（施設数）の推移 
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学校教育系施設 子育て支援施設

保健・福祉施設 老人福祉施設

公営住宅 その他施設

合計
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公共施設保有状況について、令和 2（2020）年国勢調査時点における人口が本町と近い道内各町と

比較を行いました。 

本町における人口一人あたり延床面積は同規模自治体と比較した場合わずかに低く、中位に位置し

ていますが、今後の人口減少やこれに伴う税収の減少を踏まえると、公共施設の更新・統廃合・長寿

命化・除却等を計画的に実施し、公共施設の最適な配置を行う必要があります。 

 

■公共施設保有状況の道内各町との比較（人口一人あたり延床面積） 

 

※道内自治体の人口 6,400 人以上 7,800 人以下 12 の自治体との比較。 

※人口は令和 2（2020）年国勢調査（総務省統計局）より。 

※令和 2（2020）年度公共施設状況調経年比較表（総務省）の行政財産及び普通財産の合計面積を人口で割り、 

一人あたり延床面積を算出。公共施設を対象として計上し、道路、橋りょう等のインフラ面積は含んでいない。 
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（２）公共施設の経過年数状況 

公共施設について、建築からの経過年数をみると、築 30 年未満の公共施設は全体の 32.8％、築年

数 30 年以上の公共施設は 67.2％となります。 

特に築 40 年以上経過した公共施設は全体の 52.0％を占めており、公共施設の老朽化が進んでいる

状況が見られます。 

（単位：㎡） 

番号 分類名称 
築 10 年 

未満 

築 10 年以上

20 年未満 

築 20 年以上

30 年未満 

築 30 年以上

40 年未満 
築 40 年以上 計 

1 行政系施設  92.80  337.60  172.62  255.62  2,016.65  2,875.29  

2 町民文化系施設 329.58  0.00  2,312.88  1,668.05  6,980.52  11,291.03  

3 
スポーツ・レクリエー

ション系施設 
0.00  0.00  12,859.24  0.00  4,172.71  17,031.95  

4 産業系施設 6,214.26  0.00  0.00  262.74  0.00  6,477.00  

5 学校教育系施設  3,172.34  0.00  0.00  5,495.10  5,840.09  14,507.53  

6 子育て支援施設 0.00  0.00  0.00  0.00  361.05  361.05  

7 保健・福祉施設 0.00  0.00  0.00  1,221.68  536.22  1,757.90  

8 老人福祉施設 0.00  0.00  293.98  0.00  1,526.64  1,820.62  

9 公営住宅  2,032.48  546.12  750.08  3,310.16  14,435.56  21,074.40  

10 その他施設 34.35  0.00  309.23  1,408.97  10,698.64  12,451.19  

合 計 11,875.81  883.72  16,698.03  13,622.32  46,568.08  89,647.96  

割 合 13.2% 1.0% 18.6% 15.2% 52.0% 100.0% 

※建築年度不明のため、松前城格納庫（77 ㎡）を除く。 

 

 

築10年未満

13.2%
築10年以上20年未満

1.0%

築20年以上30年未満

18.6%

築30年以上40年未満

15.2%

築40年以上

52.0%
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（３）施設分類別の主な施設の状況 

①行政系施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

役場庁舎 昭和 35（1960） 1,391.50 

役場書庫兼車庫 平成 2（1990） 232.48 

役場横休憩所兼公衆便所 平成 6（1994） 112.62 

北前船記念公園総合管理施設 平成 21（2009） 337.60 

公用車車庫 昭和 61（1986） 23.14 

公用車車庫 平成 8（1996） 60.00 

職員住宅 昭和 45（1970） 202.00 

職員住宅 昭和 46（1971） 100.04 

職員住宅 昭和 43（1968） 38.88 

江良火葬場 昭和 56（1981） 233.91 

災害用備蓄倉庫 令和 2（2020） 92.80 

大沢支所 昭和 40（1965） 50.32 
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②町民文化系施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

松前町公民館 昭和 49（1974） 2,275.10 

松前町交流の里づくり館 昭和 47（1972） 1,471.00 

松前町ふれあい交流センター 平成 15（2003） 315.82 

小島地区基幹集落センター 昭和 52（1977） 781.85 

館浜体験交流センター 平成 30（2018） 329.58 

建石コミュニティセンター 昭和 57（1982） 320.76 

清部生活改善センター 昭和 47（1972） 341.33 

札前生活改善センター 昭和 49（1974） 204.12 

上川生活改善センター 昭和 46（1971） 208.58 

パートナーシップランド 平成 10（1998） 1,840.06 

郷土資料館 昭和 50（1975） 530.44 

桜資料館 昭和 47（1972） 129.00 

カントリーパーク東屋 平成 7（1995） 80.00 

松前城遺構発掘作業所 平成 11（1999） 77.00 

松前城格納庫 不詳 77.00 

松前城資材倉庫 平成 2（1990） 68.00 

松前城消火設備格納庫 昭和 35（1960） 5.00 

松前城復興天守 昭和 35（1960） 613.00 

松前城本丸御門 安政元（1854） 100.34 

松前藩屋敷（沖の口役所） 平成元（1989） 134.57 

松前藩屋敷（廻船問屋） 平成 2（1990） 178.86 

松前藩屋敷（廻船問屋土蔵） 平成 2（1990） 44.71 

松前藩屋敷（漁家） 平成元（1989） 91.09 

松前藩屋敷（自身番小屋） 平成 2（1990） 46.37 

松前藩屋敷（商家） 昭和 63（1988） 177.21 

松前藩屋敷（商家土蔵） 昭和 63（1988） 24.84 

松前藩屋敷（食べもの屋） 平成 2（1990） 142.43 

松前藩屋敷（水道給水ポンプ室） 平成元（1989） 9.72 

松前藩屋敷（茶屋） 平成 2（1990） 33.12 

松前藩屋敷（髪結） 平成元（1989） 46.37 

松前藩屋敷（番屋） 平成 2（1990） 57.96 

松前藩屋敷（表門） 平成元（1989） 138.32 

松前藩屋敷（武家屋敷） 昭和 63（1988） 122.55 

松前藩屋敷（民家） 平成元（1989） 119.24 

松前藩屋敷（旅籠） 昭和 63（1988） 232.69 
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③スポーツ・レクリエーション系施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

江良町民体育館 昭和 49（1974） 1,041.00 

松前町ふれあい公園管理棟 平成 9（1997） 129.60 

松前町民野球場 平成 9（1997） 12,729.64 

松前町民体育館 昭和 47（1972） 2,726.71 

茂草町民体育館 昭和 55（1980） 405.00 

 

④産業系施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

肉牛改良センター（牛舎） 令和元（2019） 1,164.24 

肉牛改良センター（保管庫） 令和元（2019） 178.20 

肉牛改良センター（管理棟） 令和元（2019） 167.67 

肉牛改良センター（賃貸型牛舎） 令和 3（2021） 1,341.36 

肉牛改良センター（住宅） 令和 3（2021） 81.15 

肉牛改良センター（堆肥舎） 令和 3（2021） 669.00 

肉牛改良センター（住宅） 令和 5（2023） 119.60 

肉牛改良センター（賃貸型牛舎） 令和 5（2023） 1,496.88 

水産センター 平成 26（2014） 967.00 

水産センター（倉庫） 平成 27（2015） 29.16 

漁民センター 昭和 62（1987） 262.74 

 

⑤学校教育系施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

松城小学校（校舎） 昭和 57（1982） 4,654.23 

松城小学校（屋内運動場） 昭和 58（1983） 1,185.86 

小島小学校（校舎） 昭和 63（1988） 2,219.00 

小島小学校（屋内運動場） 平成元（1989） 972.00 

大島小学校（校舎） 平成 3（1991） 2,215.00 

大島小学校（プール） 昭和 60（1985） 89.10 

松前中学校（校舎） 
平成 26（2014） 

～  
平成 27（2015） 

3,121.00 

松前中学校（倉庫兼トイレ） 平成 29（2017） 51.34 
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⑥子育て支援施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

清部保育所 昭和 52（1977） 361.05 

 

⑦保健・福祉施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

松前町健康センター 昭和 47（1972） 375.84 

松前町立江良歯科診療所 昭和 54（1979） 160.38 

松前町立江良診療所 昭和 59（1984） 564.77 

松前温泉休養センター 昭和 61（1986） 656.91 

 

⑧老人福祉施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

大沢老人憩の家 昭和 47（1972） 345.00 

荒谷寿の家 昭和 49（1974） 243.00 

朝日寿の家 昭和 50（1975） 274.92 

静浦老人憩の家 昭和 52（1977） 76.14 

白神寿の家 昭和 56（1981） 328.38 

月島福祉の家 平成 7（1995） 293.98 

原口老人憩の家 昭和 57（1982） 259.20 

 

  



15 

⑨公営住宅 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

館浜地区団地 昭和 42（1967） 100.04 

建石団地 S44、S52、H23～H26 
昭和 44（1969） 

～  
平成 26（2014） 

3,171.48 

建石団地 H 棟 令和 5（2023） 256.64 

建石団地 I 棟 令和 5（2023） 256.64 

原口地区団地 S40、S47、S56 
昭和 40（1965） 

～  
昭和 56（1981） 

251.36 

江良団地 S34、H6、H9 

昭和 34（1959） 

～  
平成 9（1997） 

710.90 

上川地区団地 S61、H3 
昭和 61（1986） 

～  
平成 3（1991） 

146.22 

赤神団地 H3、H5 

平成 3（1991） 

～  
平成 5（1993） 

276.82 

大磯団地 S51、S61、S62、H20、H22 
昭和 51（1976） 

～  
平成 22（2010） 

2,172.63 

大沢団地 S40、S42 
昭和 40（1965） 

～  

昭和 42（1967） 

400.84 

大津団地 S63、H3 
昭和 63（1988） 

～  
平成 3（1991） 

412.36 

朝日団地 S50、S51 
昭和 50（1975） 

～  

昭和 51（1976） 

1,223.87 

福山団地 昭和 57（1982） 812.16 

豊岡団地第１団地 H2、H15、H16、H18、H19 
平成 2（1990） 

～  
平成 19（2007） 

2,474.76 

豊岡団地第２団地 昭和 50（1975） 797.10 

豊岡団地第３団地 H21、H28 
平成 21（2009） 

～  
平成 28（2016） 

546.12 

豊岡団地第４団地 S39、S59、S61、H 元 

昭和 39（1964） 

～  
平成元（1989） 

1,654.80 

豊岡団地第５団地 H8、H9、H20 
平成 8（1996） 

～  
平成 20（2008） 

750.08 

豊岡団地第６団地 H29～R2 
平成 29（2017） 

～  

令和 2（2020） 

1,519.20 
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施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

豊岡団地第７団地 S53、S56、H5、H7 
昭和 53（1978） 

～  
平成 7（1995） 

2,814.04 

豊岡地区団地 昭和 50（1975） 226.30 

江良地区団地 昭和 48（1973） 100.04 

 

⑩その他施設 

施設名称 建築年度 延床面積（㎡） 

旧ごみ焼却処理施設 昭和 52（1977） 1,296.37 

旧原口診療所 平成 13（2001） 129.48 

旧清部小学校 昭和 13（1938） 2,372.57 

松前公園公衆便所 平成 6（1994） 59.87 

西館公衆便所 平成 2（1990） 59.20 

第１鉄骨ハウス 昭和 46（1971） 110.72 

第２鉄骨ハウス 昭和 48（1973） 108.10 

バス待合所（豊岡地区） 平成 29（2017） 5.00 

町営団地前バス停待合所（下り） 平成 29（2017） 15.75 

町営団地前バス停待合所（上り） 平成 29（2017） 13.60 

町立江良診療所職員住宅 昭和 60（1985） 77.49 

白神岬展望広場 平成 9（1997） 119.88 

Ｍ・Ｈソーイング松前工場 昭和 63（1988） 1,272.28 

旧白神小学校（校舎） 昭和 42（1967） 1,425.12 

旧松前小学校（校舎） 昭和 35（1960） 499.80 

旧松前小学校（体育館） 昭和 38（1963） 685.18 

旧大島中学校 昭和 54（1979） 3,911.69 

旧原口生活改善センター 昭和 49（1974） 223.56 

折戸浜管理所 昭和 46（1971） 41.23 

折戸浜管理所（便所・休憩室） 昭和 44（1969） 24.30 
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４．インフラ施設の状況 

（１）道路 

■道路の状況（令和 5（2023）年度末現在）  

等級（種別） 路線数 実延長（m） 舗装延長（m） 舗装率 

1 級（幹線）町道 10 8,390.9 4,790.1 57.1% 

2 級（幹線）町道 17 15,313.6 4,077.3 26.6% 

その他町道 489 201,217.8 44,092.7 21.9% 

合計 516 224,922.3 52,960.1 23.5% 

 

（２）橋りょう 

■橋りょうの状況（令和 5（2023）年度末現在） 

構造種別 橋数（橋） 延長計（m） 

永久橋 58 812.7 

木橋 6 40.7 

合計 64 853.4 

 

（３）水道 

■水道施設の状況（令和 5（2023）年度末現在） 

区分 項目 上水道施設（上水・簡水） 

主要施設数 浄水場・処理場等 19 施設 

管路延長 総延長 100,452.0m 

老朽化状況 法定耐用年数越え 45.1% 

耐震化率 基幹管路 25.2% 
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５．有形固定資産減価償却率の状況 

（１）有形固定資産減価償却率の推移 

「有形固定資産減価償却率」は、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合で、資産の

経年の程度（資産の老朽化）を示す指標です。 

本町の有形固定資産減価償却率は類似団体平均、全国平均、北海道平均を大きく下回っている状況

ですが、今後も増加傾向は続いていくため、計画的な施設管理が必要となります。 

また、平均を大きく下回っている要因はインフラ施設の状況によるもので、公共施設をみると、多

くの公共施設で類似団体平均を上回っている状況が見られるため、今後の公共施設等の老朽化による

建替え・統合・更新・廃止は、より適正に取り組む必要があります。 

 

※類似団体：人口規模や産業構造が共通する自治体グループ（全 35 区分） 

 

■有形固定資産減価償却率の推移 

 
   ※出典：財政状況資料集 
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６．対策の実績 

平成 29（2017）年度（計画開始年度）から令和 5（2023）年度までに行った公共施設の大規模改

修・新築・解体等の主な取組は下記のとおりです。 

対策 年度 対策の実績 

解体 平成 29（2017） 昭和 46 年度建設豊岡第 6 団地（1 棟～3 棟） 

  平成 30（2018） 旧白神生活改善センター 

 平成 30（2018） 大沢地区旧職員住宅 

 平成 30（2018） 昭和 46 年度建設豊岡第 6 団地（4 棟～5 棟） 

 令和元（2019） 昭和 47 年度建設豊岡第 6 団地（6 棟～8 棟） 

 令和２（2020） 荒谷地区旧教員住宅 

 令和２（2020） 昭和 47・48 年度建設豊岡第 6 団地（9 棟～12 棟・16 棟） 

 令和３（2021） 旧町設宿舎及び旧教職員住宅 

 令和３（2021） 昭和 47・48 年度建設豊岡第 6 団地（13 棟～15 棟） 

 令和４（2022） 旧大島支所及び旧教職員住宅 

 令和５（2023） 旧小島診療所及び医師住宅 

 令和５（2023） 建石団地 1 号棟～3 号棟 

新築 平成 29（2017） 豊岡第 6 団地 A 棟 

  平成 29（2017） 町営団地前バス待合所（上り） 

  平成 29（2017） 町営団地前バス待合所（下り） 

  平成 29（2017） 館浜体験交流センター 

  平成 30（2018） 豊岡第 6 団地 B 棟 

  平成 30（2018） 松前町ふれあい公園パークゴルフ場倉庫 

  令和元（2019） 肉牛改良センター建設事業（牛舎） 

  令和元（2019） 肉牛改良センター建設事業（管理棟） 

 令和元（2019） 肉牛改良センター建設事業（保管庫） 

 令和元（2019） 豊岡第 6 団地（C 棟・D 棟） 

  令和２（2020） 災害用備蓄倉庫 

  令和２（2020） 豊岡第 6 団地（E 棟・F 棟） 

  令和３（2021） 肉牛改良センター賃貸型牛舎等建設事業（堆肥舎） 

  令和３（2021） 肉牛改良センター賃貸型牛舎等建設事業（賃貸型牛舎） 

  令和３（2021） 肉牛改良センター賃貸型牛舎等建設事業（住宅） 

  令和５（2023） 肉牛改良センター賃貸型牛舎建設事業（賃貸型牛舎） 

  令和５（2023） 肉牛改良センター（住宅） 

 令和５（2023） 建石団地（H 棟・I 棟） 

長寿命化 平成 29（2017） 赤神団地（1 号棟・2 号棟） 

 平成 30（2018） 豊岡第 4 団地（7 号棟～9 号棟） 

 平成 30（2018） 唐津教員住宅 

 令和元（2019） 松前温泉休養センター 
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対策 年度 対策の実績 

長寿命化 令和元（2019） 豊岡第 1 団地（14 号棟・15 号棟） 

 令和２（2020） 大磯団地（9 号棟・10 号棟） 

 令和３（2021） 豊岡第 5 団地（1 号棟・2 号棟） 

 令和４（2022） 豊岡第７団地（7 号棟～10 号棟） 

 令和４（2022） 福山団地（1 号棟～3 号棟） 

 令和４（2022） 上川団地（A 棟・B 棟） 

 令和４（2022） 町民総合センター 

 令和５（2023） 大津団地（1 号棟・2 号棟） 
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１．本町の公共施設等の課題 

（１）公共施設の現状と課題 

本町が保有している公共施設の建築年度別整備状況は下記グラフのとおりです。 

築 40 年以上経過した公共施設が多いことから、今後建替えや大規模改修などが必要となります。 

建築基準法が定める新耐震基準は、昭和 56（1981）年に改正され、導入されたものです。新耐震基

準の考え方は、中規模の地震（震度 5 強程度）に対しては、ほとんど損傷を生じず、極めて稀にしか

発生しない大規模の地震（震度 6 強から震度 7 程度）に対しては、人命に危害を及ぼすような倒壊等

の被害が生じないことを目標としたものとなっています。 

本町においては、旧耐震基準（昭和 56（1981）年以前）で建築されたものが、公共施設全体の 45.1％

を占めています。主要な公共施設については、建替え、耐震補強による耐震化や大規模改修などを行

い長寿命化を進めています。 

安心・安全な施設利用のための老朽化対策を推進しながら、管理運営の効率化や有効活用、配置の

最適化等により、施設総量の低減や更新時期の分散を図る戦略的な施設運営が必要となります。 

■建築年度別整備状況（延床面積（㎡）、建築年度） 

 

Ⅲ 公共施設等の基本方針
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（建築年度）

新耐震基準 50,312.09 ㎡（56.1％） 旧耐震基準 39,335.87 ㎡（43.9％） 
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（２）インフラ施設の現状と課題 

インフラ施設は、道路、橋りょう、水道施設があります。 

インフラ施設は地域の交通や物流を支える重要な基盤で、その多くは耐用年数が 50 年と言われて

おり、それを過ぎると更新していく必要が生じてきます。 

今後、多くのインフラ施設で更新時期を迎えることとなり、その対応が大きな課題となっています。 

この状況に対応し、損傷が深刻化してから修繕を行う従来の「事後保全」を続けていくことは、将

来的な修繕費用の増大や財政負担の集中を招く恐れがあります。そのため、今後は既存の各種個別施

策計画に基づき、損傷が軽微なうちに計画的に修繕を行う「予防保全」へ転換することで、施設の長

寿命化とトータルコストの縮減を図ることが必要です。 

こうした計画的な取組みを通じて、単年度の財政負担を平準化し、安全で持続可能なインフラ環境

を維持し、将来世代へ確かな基盤を引き継いでいくための土台を整備します。 

 

（３）少子高齢化の進行及び人口減少によるニーズの変化 

本町は人口減少が続いており、今後もこの傾向は継続することに加えて、少子高齢化の進行も見込

まれています。これらに伴い、公共施設等へのニーズが変化することが予想されます。このような状

況変化に合わせた、施設規模の見直しや既存公共施設等の活用を通じ、町民ニーズに的確に対応する

必要があります。 

 

（４）財政状況への対応 

今後の人口減少に伴い、町税収入等の減少や少子高齢化に伴う扶助費等の義務的経費が増加するこ

とが予想されます。こうした厳しい財政状況の中、公共サービスの一定水準を維持しつつ、運営コス

トをできる限り抑制することを念頭に、建替えや大規模改修等を行う施設を適切に判断する必要があ

ります。 

 

（５）課題のまとめ 

以上のことから、今後、公共施設等の老朽化が進行し、それに伴う施設の建替えや大規模改修、維

持管理費の増大など、大きな財政負担が予想されます。 

そのため、施設保有総量の最適化、適切な維持管理と効率的な利活用、長寿命化等に取り組み、計

画的かつ効率的に施設を保全し、費用負担の縮減を図ることが必要です。 
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２．公共施設等の管理に関する考え方 

（１）点検・診断等の実施方針 

公共施設等は、利用状況、自然環境等に応じ、劣化や損傷の進行は施設毎に異なります。各施設の

特性を考慮した上で、定期的な点検・診断により施設の状態を正確に把握することが重要です。現在

行っている法定点検のほか、必要に応じ任意の調査、点検を効果的に実施することとします。 

その結果に基づき、必要な対策を適切な時期に、着実かつ効率的・効果的に実施するとともに、こ

れらの取組を通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録し、次の点検・診断等に活用して

いきます。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等 

本町では、公共施設の長寿命化とコスト抑制を図るため、従来の事後的な修繕から、損傷が軽微な

段階で修繕を行う「予防保全型維持管理」へ転換します。施設の役割や老朽化状況を総合的に勘案し、

計画的な維持管理を行うことで、施設の安全性確保と経済性の両立を推進します。 

 

※予防保全型維持管理：損傷が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施することで、機能の保持・回

復を図る管理手法をいう。 

（参考）事後的管理：施設の機能や性能に関する明らかな不都合が生じてから修繕を行う管理手法をい

う。【公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針】より 

 

（３）安全確保 

公共施設等の適切な機能維持と利用者の安全確保を最優先とし、定期点検や巡回による状況把握を

徹底します。修繕にあたっては、施設の役割や災害時の重要度に応じた優先順位を定め、特に安全に

直結する不具合には迅速に対処します。 

また、利用需要の低い施設等は、将来予測に基づき解体・撤去を含めた検討を行い、適正な管理体

制を構築します。 

 

（４）耐震化 

公共施設については、災害時の拠点施設や、避難所等としての役割を持つものも多いことから、用

途、規模、利用状況などを勘案し、必要に応じ耐震化を検討します。 

実施にあたっては、長寿命化改修と一体的に行うことでコスト縮減と効率化を図ります。 

また、インフラ施設については、各個別計画に基づき、安全・安心なサービスを維持するため継続

して耐震化を推進します。 
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（５）長寿命化 

点検・診断等の実施方針のとおり早期に健全度を把握し、予防的な修繕等の実施を徹底し、今後も

継続的な運用（利用）をする必要がある施設については、計画的な施設の長寿命化を推進します。 

地方公会計による財務書類作成の基礎となる固定資産台帳を活用し、建替えや大規模改修の時期を

明確にすることで財政負担の平準化を図ります。 

 

（６）統合や廃止等 

施設設置の経緯や地域性などを踏まえ、将来的な必要性を見極めたうえで適正な配置・規模となる

ように見直しを行います。 

利用頻度の低い施設や社会情勢や行政サービス需要の変化による用途廃止や統廃合、集約化による

移転等で発生した空き施設は、他用途への転用、地域や民間事業者等への貸与、貸付、売却も含め、

機能やあり方の検討を行います。 

また、複合化・多機能化を図ることができる施設、設備等の共有が可能な施設などについては、積

極的な機能統合を推進します。 

 

（７）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

公共施設の改修・更新等にあたっては、障がいの有無、年齢、性別等に関わらず誰もが使いやすい

施設となるよう、国の「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（平成 29（2017）年 2 月 20 日ユニ

バーサルデザイン 2020 関係閣僚会議決定）の考え方を基本にユニバーサルデザインの導入を推進し

ます。  

また、個々の施設の利用者ニーズや利用状況から、ユニバーサルデザインの導入が効果的と見込ま

れる施設については、単独による改修の検討を行い、適宜対応に努めます。 

 

（８）地球温暖化対策（脱炭素化対策） 

国においては、令和 32（2050）年カーボンニュートラルの実現を法的に位置付けるため、地球温

暖化対策の推進に関する法律の改正が令和 3（2021）年 3 月に閣議決定され、脱炭素化に向けた取

組や投資の加速が図られています。また、日本は令和 12（2030）年度に温室効果ガス排出量を平成

25（2013）年度比 46％削減し、さらに 50％の削減に向けて挑戦する目標を掲げています。 

本町においては、令和 5（2023）年 3 月にゼロカーボンシティを宣言し、「松前町脱炭素ロードマ

ップ（区域施策編）」を策定するとともに、再生可能エネルギーの地産地消を柱とした「RE100 まつ

まえ」を推進しています。さらに、令和 6（2024）年 3 月には、公共施設への再エネ導入や LED 化

を含む「同計画（事務事業編）」を策定し、脱炭素化を進めています。 

今後新築及び改築を行う公共施設については、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化を目

指し、省エネルギー性能の向上及び再生可能エネルギーの導入を推進します。 
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（９）地方公会計（固定資産台帳等）の活用 

平成 27（2015）年 1 月 23 日付総務大臣通知により、統一的な基準による財務書類等を作成するこ

とが要請されています。作成に当たっては、固定資産台帳を補助簿として活用することが求められて

いることから、固定資産に関する様々な情報を公共施設等の管理運営に役立て、地方公会計制度と一

体で推進していきます。 

 

（10）各種計画との連携 

施設の複合化や統合等を進める際は、総合計画などまちづくり関連の計画と連携を図っていきます。 

また、利用者の利便性向上や維持管理運営費の縮減に向けて、国管理施設や道管理施設等との連携

の可能性についても検討していきます。 

 

（11）広域連携 

公共施設の総合的な管理は、町単独の取組だけではなく、近隣の関連する自治体間との連携した取

組の検討が必要となります。近隣自治体等との広域連携による公共施設の相互利用などを推進し、財

政負担の軽減と行政サービスの維持・向上を図ります。 

 

（12）保有する財産（未利用資産等）の活用 

未利用施設については貸付・売却・除却を検討します。 

本計画に基づき廃止や統廃合が進めば、その後の利活用がされない土地・建物が増加することも考

えられます。このため未利用資産等については、売却処分や貸付等を積極的に進めるとともに、庁内

照会を行い、ほかの行政目的での利用を優先して検討します。ほかの行政目的での利用がない場合は、

地域住民と合意形成を図り、民間への売却や貸付等の利活用を進めていきます。 

 

（13）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築 

全庁的な視点に立って各施設所管課の連携体制の強化を図り、公共施設等に関する取組を確実に進

行させます。また、固定資産台帳と連携し、公共施設等に関する情報整備を進め、一貫した資産デー

タに基づくマネジメントを進めていきます。 

職員一人ひとりが、経営的感覚を持って、全体の最適化を意識した公共施設マネジメントの視点を

持つため、研修会などを実施していきます。 

また、行政と町民、NPO 法人、企業など、様々な主体が連携して、公共施設等を含めた地域の資

源を最大限活用しながら、地域の持続的な発展を目指します。 
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２．公共施設の管理に関する方針 

（１）行政系施設 

■現状と課題 

役場庁舎は、築 60 年以上が経過した建物です。庁舎は、備蓄機能や避難所機能を備えた総合防災

拠点としての役割を果たす必要があるため、今後も適正な保守や診断を実施し、計画的に修繕を行い、

施設機能を長期間維持できるよう管理します。 

職員住宅は、かなり老朽化が進んでいる状態となっています。職員住宅については、今後使用が見

込めないものについては、取壊しや売却などの財産処分を行った上で、職員数に応じて適正化を図り

ます。 

■取組方針 

予防保全による点検強化、修繕の実施による長寿命化対策を継続します。 

職員住宅等は、利用頻度が少ない場合は、廃止や除却を検討します。また、古い施設は特に安全に

留意し、定期的に点検を実施し、修繕等を行います。 

 

（２）町民文化系施設 

■現状と課題 

町民文化系施設は、松前町ふれあい交流センター、館浜体験交流センターを除く全ての施設で耐用

年数を経過しており、全体的に老朽化が進んでいます。 

長寿命化対策を実施するとともに、用途廃止、除却、更新等の検討も必要な状況です。 

■取組方針 

町内外の利用者の安全確保を目的として、施設や設備の日常点検を実施します。 

老朽化した内外装や設備については予防保全による修繕や改修を行い、建物の長寿命化や維持保全

に努めます。 

また、将来的には、人口動向や利用者数の推移を踏まえ、利用が少ないと判断される施設について

は集約化の検討に入るなど、施設総量の検討を行います。 
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（３）スポーツ・レクリエーション系施設 

■現状と課題 

江良町民体育館、松前町ふれあい公園管理棟、松前町民体育館、茂草町民体育館、松前町民野球場

の 5 施設あります。 

全ての施設が建築から 25 年以上が経過しており、松前町ふれあい公園管理棟以外の施設は耐用年

数を経過しています。 

■取組方針 

町内外の利用者の安全確保を目的として、施設や設備の日常点検を実施します。 

また、老朽化した内外装や設備については予防保全による修繕や改修を行い、建物の長寿命化や維

持保全に努めます。 

 

（４）産業系施設 

■現状と課題 

肉牛改良センター、水産センター、漁民センターなどの 11 施設あります。 

漁民センターは耐用年数を経過していますが、それ以外の施設は比較的新しい施設となります。 

■取組方針 

安心・安全な施設とするため、施設や設備の日常点検を行い、老朽化した内外装や設備等の予防保

全による修繕や改修を行い、建物の長寿命化を図ります。 

 

（５）学校教育系施設 

■現状と課題 

小学校校舎、中学校校舎、プール等、計 8 施設あり、稼働している学校数は小学校 3 校、中学校 1

校となります。 

各小学校は、建築から 30 年以上が経過しており、老朽化が見られる状況となっています。 

■取組方針 

建物の老朽化が進んでいる施設については、安心・安全な施設とするため、施設や設備の日常点検

を行い、老朽化した内外装や設備等の予防保全による修繕や改修を行い、建物の長寿命化を図ります。 

実施にあたっては、「松前町学校施設等長寿命化計画」に基づき、計画的な改修を行うこととし、コ

スト縮減と効率化を図ります。 

  



28 

（６）子育て支援施設 

■現状と課題 

子育て支援施設は、清部保育所の 1 施設となります。 

建築後 40 年以上が経過しており、外壁や設備等に老朽化が見られる状況となっています。 

■取組方針 

将来の児童数の予測を踏まえ、本町の子育て支援の方針、財政状況、地域の実情等を考慮した上で、

延床面積数量等の最適化を図るとともに、予防保全による点検強化、修繕の実施による長寿命化対策

を継続します。 

 

（７）保健・福祉施設 

■現状と課題 

保健・福祉施設は、松前町健康センター、江良歯科診療所、江良診療所、松前温泉休養センターの

4 施設があります。 

松前温泉休養センターを除く全ての施設で耐用年数を経過しており、全体的に老朽化が進んでいま

す。 

長寿命化対策を実施するとともに、用途廃止、集約化、更新等の検討も必要な状況です。 

■取組方針 

安心・安全を確保するため、施設や設備の日常点検を行い、老朽化した内外装や設備等の予防保全

による修繕や改修を行い、建物の長寿命化または維持保全を行います。 

更新や大規模改修にあたっては、人口動向や利用者数の推移とともに、財政状況、地域の実情等

を踏まえて、延床面積数量等の最適化を検討します。 

 

（８）老人福祉施設 

■現状と課題 

老人福祉施設は、大沢老人憩の家などの計 7 施設があります。 

月島福祉の家を除く全ての施設で耐用年数を経過しており、全体的に老朽化が進んでいます。 

長寿命化対策を実施するとともに、用途廃止、集約化、更新等の検討も必要な状況です。 

■取組方針 

安心・安全を確保するため、施設や設備の日常点検を行い、老朽化した内外装や設備等の予防保全

による修繕や改修を行い、建物の長寿命化または維持保全を行います。 

更新や大規模改修にあたっては、人口動向や利用者数の推移とともに、財政状況、地域の実情等を

踏まえて、延床面積数量等の最適化を検討します。 
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（９）公営住宅 

■現状と課題 

公営住宅は計 22 団地あります。 

■取組方針 

公営住宅の建替えや整備を行う際は、「松前町公営住宅長寿命化計画」に基づき、計画的に整備を実

施することとし、敷地の所有状況、土地の利活用、管理のしやすさ、入居者の移転計画等を考慮し、

まちづくりの方向性を踏まえながら公営住宅の集約化を図ります。また、入居者の移転を段階的に進

めつつ、老朽化した公営住宅について用途廃止や縮小を進めます。 

 

（１０）その他 

■現状と課題 

その他施設は、用途廃止している旧原口診療所等、計 20 施設があります。 

多くの施設で耐用年数が経過しており、外壁など建物の老朽化が進んでいる状況となっています。 

■取組方針 

安心・安全を確保するため、施設や設備の日常点検を行い、利用状況に応じて予防保全による修繕

や改修を行うとともに、未利用施設については貸付・売却・除却を検討します。 

貸付・売却・除却にあたっては、庁内照会を行い、ほかの行政目的での利用を優先して検討します。

ほかの行政目的での利用がない場合は、地域住民と合意形成を図り、売却や貸付等の利活用を進め 

ていきます。 
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３．インフラ施設の管理に関する方針 

（１）道路 

■現状と課題 

本町が管理する道路（一般道）は、1 級町道、2 級町道、その他町道等、合計で約 224.0 ㎞となっ

ています。 

■取組方針 

インフラ施設は、地域住民の生活の基盤を支える重要な公共財であり、長期的な視点と持続可能な

管理が求められます。 

本町では、定期的な道路パトロールを実施するとともに、舗装や道路付属物などの点検結果を踏ま

え、計画的な修繕と適切な維持管理による長寿命化を進め、更新負担の平準化と負担軽減を図ります。 

（２）橋りょう 

■現状と課題 

本町が管理する橋りょうは 64 橋あり、これらの多くは 1970 年代～2000 年代に集中的に築造され

ており、このうち建築後 50 年を経過した橋りょうの割合は 50％を超えており、令和 12（2030）年

には 80％以上を占めることとなります。 

■取組方針 

日常点検の強化を図るとともに、5 年に一度の定期点検による橋りょうの健全度の把握に努めます。 

また、修繕や改修にあたっては、橋梁・大型カルバート長寿命化修繕計画に基づき実施し、予算の

平準化を図りながら予防的な修繕を実施し、適切な健全性を維持することを目指します。 

 

（３）水道 

■現状と課題 

法定耐用年数や、経年化率上昇を踏まえ、老朽管路・施設の更新が必要と考えられます。 

■取組方針 

水道事業経営戦略及び水道ビジョンに基づき、経営の効率化と投資事業等との均衡を図りながら、

老朽設備の更新を進めていきます。 

 

（４）公園 

■現状と課題 

子どもから高齢者、障がいのある方を含めた多くの住民が安心して遊び、くつろぎ、ふれあうこと

のできる身近な憩いの場の保全が望まれています。 

■取組方針 

公園施設の適切な修繕や計画的な改築などによる、安全で清潔、快適な公園の維持管理を行います。 
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１．公共施設等の将来の更新必要額と個別施設計画の財政効果 

（１）公共施設 

令和 8（2026）年度から令和 37（2055）年度までの 30 年間における公共施設の更新等に必要な費

用として、法定耐用年数経過時に全ての公共施設を単純に更新（建替え）した場合と、施設の方向性

を反映した場合を比較する試算を行いました。 

試算結果では、令和 37（2055）年度までに、公共施設を全て単純更新した場合の費用は約 292 億

円で、長寿命化や廃止等を行った場合は約 124 億円が必要となり、後者の場合では、約 168 億円が削

減できるという試算結果となりました。 

 

■単純更新費用の推計（法定耐用年数経過時に全ての公共施設の建替えを実施した場合） 

 

 

 

■長寿命化（法定耐用年数経過時に全ての公共施設について長寿命化を実施した場合） 
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試算の考え方： 

≪共通条件≫ 

更新費用は、令和７（2025）年度から令和 36（2054）年度までの 30 年間を試算。 

 

≪単純更新した場合≫ 

①試算方法は、延床面積（㎡）×更新単価（公共施設の単価表を参照）とする。 

②現在の延床面積と同じ面積で更新すると仮定する。 

③更新年度は、法定耐用年数経過年度とする。法定耐用年数は、建物の構造や用途によって、法

令や様々な基準などにより定められた耐用年数があり、15 年から 50 年で設定。 

 

≪長寿命化を行った場合≫ 

①試算方法は、長寿命化を反映した延床面積（㎡）×単価（公共施設の単価表を参照）とする。 

②現在の延床面積と同じ面積で長寿命化を実施すると仮定する。 

③長寿命化の実施年度は、法定耐用年数経過年度とする。 

※耐用年数が不明な施設については試算から除外する。 

※同一施設として一括管理している複数施設については、最も古い棟の建築年度を基準として試算

する。 

 

＜公共施設の単価表＞ 

大分類名 更新単価 大規模改修単価（長寿命化単価） 

行政系施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

町民文化系施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

産業系施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

学校教育系施設 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

子育て支援施設 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

保健・福祉施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

老人福祉施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

公営住宅 28 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

その他施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

※「地方公共団体の財政的分析等に関する調査研究会報告書」(財団法人自治総合センター)の単価表

を参考に設定。長寿命化は、大規模改修単価を採用。  
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（２）橋りょう～橋梁・大型カルバート長寿命化修繕計画より 

橋りょうの長寿命化を推進するにあたっては、損傷度が増大した後に大規模な補修や更新を行う手

法から、損傷が小さいうちに計画的な措置を講じる「予防型保全」へと管理体制を転換し、維持管理

に係るライフサイクルコストの最小化を図ります。 

この予防型保全の強化や新技術の積極的な導入により、今後 60 年間で約 130 億円程度のコスト抑

制効果が見込まれています。 

併せて、本町では通行に重要な橋りょうが多く、集約化の対象となる橋りょうがないことから、橋

りょうの重要度や健全度に応じた優先度の評価を行い、管理方法を適切に区分することで予算の精緻

な縮減を図るとともに、年度間の予算執行を徹底して平準化することで、さらなる事業の効率化を目

指します。 

さらに、構造物の老朽化が進む前の早期修繕を徹底することはもとより、工事の効率化やコスト削

減に直結する新技術・新工法の採用を積極的に検討し、限られた財源の中で持続可能な橋りょう管理

体制を構築します。 

 

■予防保全と事後保全の事業費比較 
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（３）上水道～水道事業経営戦略より 

水道事業においては、将来にわたり安定的な給水体制を維持するため、給水施設や管路の健全性を

確保することが極めて重要となります。一方で、人口減少や節水意識の浸透等に伴い、収益の根幹と

なる有収水量は将来的に減少していくことが予測されます。今後の新規投資にあたっては、施設の老

朽化状況や事業の効率性を十分に考慮する必要があります。 

令和 6（2024）年度から令和 15（2033）年度までの収支計画においては、施設の長寿命化対策や

管路およびメーターの更新を事業の中心に据えています。管路更新については、水道施設全体の基礎

調査等に基づき投資の平準化を図りつつ、長期的な改築更新計画に沿って優先度の高い箇所から順次

実施していく方針です。建設改良費の推移については、令和 6（2024）年度の 190,383 千円や令和 8

年度の 165,000 千円など、計画前半に集中的な投資を予定しており、その後は概ね 90,000 千円前後

で推移する見通しとなっています。 

財政面については、有収水量の減少に伴う営業収益の減収に対し、他会計からの繰入金や企業債を

適切に活用することで、必要な建設改良財源を確保します。収益的収支において令和 10（2028）年

度以降に純損失が見込まれる厳しい状況下ではありますが、減価償却費等の内部留保資金を資本的支

出の財源に充当する損益勘定留保資金の活用により、計画期間を通じて資金不足を生じさせることな

く、健全な財政運営を維持します。 

 

２．充当可能な財源の見込み 

更新等費用に充当可能な財源として、当面 10 年間の中長期的な見通しとしては国道補助金や、交

付税措置等の財源措置が有利な地方債を見込んでいます。 

地方債は、過疎地域自立促進市町村計画に基づいて行う事業の財源として特別に発行が認められ 

た過疎対策事業債、小中学校耐震化事業に係る学校教育施設等整備事業債、道路・橋りょう長寿命化

に係る公共事業等債など交付税措置の多い起債を有効に活用します。 
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１．取組体制 

総務課を中心に、各公共施設等を管理する関係部署と随時情報を共有しながら、本計画を推進しま

す。また、計画推進に係る情報を全庁的に共有することで、全職員の意識向上を図ります。 

 

２．各種計画との連携 

本計画は公共施設等全体について基本的な取組の方向性を示すものです。具体的な維持管理・修繕・

更新等の方針については、各公共施設等を管理する部署が個別施設計画を策定・更新し、その情報を

総務課が随時集約するものとします。 

また、本計画は、松前町過疎地域持続的発展計画や各個別施設計画、公営企業の経営戦略など、関

連する各種計画の内容や、国（関係省庁）等の動向を踏まえて推進します。 

  

Ⅴ 
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３．PDCA サイクルの確立 

本計画は公共施設マネジメントに PDCA サイクルを採り入れ、常時、Plan（計画）➡Do（実行）

➡Check（評価）➡Action（改善）を意識することにより、計画自体を継続的に改善していきます。 

また、社会環境の変化、点検や劣化診断調査により把握した施設の状況等を踏まえ、適時に計画の

見直しを行うものとします。計画の見直しの際には、必要に応じて隣接する市町との広域連携や、

PPP/PFI の活用について検討します。 

 

※PPP：Public Private Partnership の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉え

た概念で、民間資本や民間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すも

の。 

※P F I：Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経

営能力及び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法を

いう。 

 

■PDCA サイクルの確立 
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